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令和8年10月30日

170-8418

03-3982-3131
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人電波学園 昭和30年9月27日 山口　高広 東京都豊島区東池袋3-6-1
170-8418

03-3982-3131

東京電子専門学校 昭和51年10月1日 塚田　敏彦 東京都豊島区東池袋3-6-1

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

昼間 190

全課程の修了に必要な総単位数

工業専門課程
情報処理科

システム開発コース 平成 6(1994)年度 - 平成28(2016)年度

分野 認定課程名 認定学科又は専攻科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

工業

学科又は専攻科の
目的

プログラマ、システムエンジニアなどＩＴ全般の職種に関わるほぼすべての分野の学習をすることで、幅広い知識と専門性を兼ね備えた技術者の育成を目指す。

学科又は専攻科の
特徴（取得可能な
資格、中退率　等）

「システム開発コース」と「システム運用コース」
2つのコースでIT社会の即戦力になる人材を養成します。

修業年限 講義 演習 実習 実験 実技昼夜の別

学生総定員 学生実員(A) 留学生数（学生実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

4

（令和7年度卒業生）

41
■地元就職者数 (F) 11
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　： 100

27%

就職等の状況

■卒業者数 © 43
■就職希望者数 (D) 41
■就職者数 €

年度卒業者に関する令和８年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

中退率

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等において
その担当する教育等に従事した者であって、当該専門課
程の修業年限と当該業務に従事した期間とを通算して六
年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 1

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 5

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 11

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、高度の
実務の能力を有する者を想定）の数

3

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 5

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

95%
■進学者数 0
■その他

なし

0

うち企業等と連携した演習の単位数企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

（うち企業等と連携したインターンシップの単位数） 0

総単位数 190

うち企業等と連携した実験・実習・実技の単位数 0

IT業界、システムインテグレータ等

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の単位数 8

うち企業等と連携した必修の演習の単位数

当該学科又は専攻
科のホームページ

URL
https://www.tokyo-ec.ac.jp/

0

うち必修単位数 122



種別

①

③

－

－

－

－

－

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程
の編成を行っていること。」関係

〇教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携

（１）教育課程の編成における企業等との連携に関する基本方針及び教育課程編成委員会等の位置付け
a.教育課程編成委員会を年２回以上開催しているか。 している

第１回　令和８年１月１９日　１６：３０～１７：３０/第２回　令和８年３月１３日　１６：３０～１７：３０

d.教育課程や学生の学修成果等に関する現状や情報、データを教育課程編成委員会の委員に
提示しているか。

している

e.教育課程編成委員会の議事を記録し、学内回覧等しているか。 している

開催日時実績

f.企業等委員の意見を教育課程編成見直しに反映しているか。 している

b.教育課程編成委員会に、以下①～③の類型に該当する企業等委員が参加しているか。
※①から③において、①又は②から１人、③から１人が委員として参画している場合、「してい
る」を選択。
※①又は②から１人、③から１人が委員として参画していない場合、「していない」を選択。

している

　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　   地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　②学会や学術機関等の有識者
　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員
c.学校の教育課程編成の責任者が委員参加しているか。 している

名　前 所　　　属 任期

森山　眞人 LPI-Japan　セールス＆マーケティング
令和７年９月１日～令和１０年９
月１日（３年）

g.次の教育課程編成委員会に、教育課程編成の見直し結果等を報告しているか。 している

（特筆すべき工夫等）

（２）教育課程編成委員会等の全委員の名簿
令和8年3月31日現在

小泉　真理子 東京電子専門学校　情報学部教員(主任)
令和７年９月１日～令和１０年９
月１日（３年）

成田　与志子 東京電子専門学校　情報学部教員
令和７年９月１日～令和１０年９
月１日（３年）

大日方　敬浩
株式会社システムプロダクツ　オープンソリューション
マネージャー

令和８年１月１日～令和１０年１
２月３１日（３年）

砂賀　勝己 東京電子専門学校　情報学部学部長
令和７年９月１日～令和１０年９
月１日（３年）

安藤　真理 東京電子専門学校　情報学部教員
令和７年９月１日～令和１０年９
月１日（３年）

山口　真弘 東京電子専門学校　総務部副部長
令和７年９月１日～令和１０年９
月１日（３年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員



a.実習等又は演習の形態の授業で企業等連携を行っているか。 している
b.企業等と連携を行う際は、企業等との組織的な協定や契約を締結しているか。 している
c.企業等との連携内容を、連携先企業等との文書等で明示的に合意しているか（連携のマニュ
アル、手引き等定めているか）。

している

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針及び実習・演習等における企業等との連携内容

g.企業等連携の実習・演習等における成績評価について、企業等と協議を行っているか。 している
h.適切な企業等連携の実習・演習となるよう、必要に応じて連携先企業等を見直しているか。 している

（特筆すべき工夫等）

d.教育課程や学生の学修成果等に関する現状や情報、データを教育課程編成委員会の委員に
提示しているか。

している

e.企業等の講師に対して事前打ち合わせや研修を行っているか。 している
f.企業等連携の実習・演習等の内容を学校側は適切に確認しているか（教員の見回り実施、実
習日誌の作成等）。

している

LinuxⅡ
１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

各回、テーマに沿った演習（実機コマンド
操作）を実施する。講義内での演習の作
業証跡（ログや画面キャプチャ）を提出課
題（平常点）とする。また、復習としてのレ
ポート・自習課題も提出とする。

合同会社Y.M.Education

UMLⅠ
１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

UML統合環境を使用しそれぞれのダイヤ
グラムを各表記法にてどう描くかを想像で
きるよう実践的な捉え方を習得する。

株式会社システムプロダクツ

（２）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

科　目　名 企業連携の方法 科目概要 連　携　企　業　等

LinuxⅠ
１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

各回、テーマに沿った演習（実機コマンド
操作）を実施する。講義内での演習の作
業証跡（ログや画面キャプチャ）を提出課
題（平常点）とする。また、復習としてのレ
ポート・自習課題も提出とする。

合同会社Y.M.Education

UMLⅡ
１．【校内】企業等から
の講師が全ての授業
を主担当

2年生後期からの継続実習でUML統合環
境を活用したダイヤグラム表記が各表記
法で描けかつ実践的な表記を習得する。

株式会社システムプロダクツ



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）認定専門課程等の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

2026年3月9日 対象： 全教職員

学生の個人情報やプライパシー情報の取扱い、モラル等の内容を中心に、IT 関連の法律にも触れながら幅広く講義を行った。

連携企業等：

・民間企業での研修(派遣型)を通して、民間企業の現状を知り、必要とされる人材等についての動向を得るなど、あるいは外部のセミナー等に参加を
し、現在の技術動向の習得と合わせ、外部で無いと分からない、体感できないことに対して積極的に取り組むよう努めている。
・必要に応じ、企業から講師を招いて最新技術や需要の高い技術に関連するセミナーを開催する。
・学期ごとに学生による｢授業アンケート｣を実施し、校長室より個々の教員に結果を示した上で改善点を指摘し、よりよい授業となるよう改良・改善に
努めさせている。また、｢公開授業｣という形で評価の高かった教員の授業を参観させ、個々の授業の参考とするようにしている。
・教員の研修は学校法人電波学園の定める「研修等に係る諸規程」に基づき定められている。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

情報漏洩をめぐる法制度の概要、学校現場における個人情報の取り扱いに関する留意
点 連携企業等： 司法書士佐久間事務所

対象：

対象：

連携企業等：

2026年3月10日 対象： 全教職員

学生対応の際に教員が留意すべき話の仕方や伝え方について幅広く講義を行った。

連携企業等：

②指導力の修得・向上のための研修等

改めて確認する今の時代に合った学生への伝え方・話し方 連携企業等： 有限会社　シービー

対象：

対象：

連携企業等：



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

電子技術・情報分野に関わる最新の宇宙開発事情について研修を行った。

連携企業等：

対象：

最新の宇宙開発事情 連携企業等： 一般社団法人宇宙カルチャー推進協会

2026年7月30日及び7月31日 対象： 全教職員

②指導力の修得・向上のための研修等

心理的安全性などに配慮した学生指導 連携企業等： ㈱エスキャリア

2027年2～3月予定 対象： 全教職員

連携企業等：

対象：

連携企業等：

対象：

心理的安全性など学生指導の方法も時事変わっており、それを踏まえた現在の学生指導方法について学ぶ。

連携企業等：

対象：



ガイドラインの評価項目
（１）教育理念・目的・目標
１　教育理念、目的及び目標の設定等
①教育理念等を踏まえ、当該専門学校としての目的及び目標を明確に設定し、養
成する人材像を明確にしていること。

同内容評価項目を設けている

（２）学校運営

〇学校関係者評価
（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

４．「当該専門課程等を置く専修学校において、学校教育法第百三十二条の二第二項の規定により評価を受け、その結果を
公表していること。」関係

②企業等と連携した、実習、実技、実験又は演習等（以下「実習・演習等」という。）
の授業を行っていること。教育目標の達成に必要な企業等と連携した実習・演習等
の単位数の総授業単位数に占める割合を具体的に設定していること。

同内容評価項目を設けている

３　単位・卒業認定
①学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するために必要な卒業認定方針
（資格・免許等を含む習得させる職業能力を含む）を学科・コースごとに定め、当該
方針に基づき卒業の認定をしていること。

同内容評価項目を設けている

４　学修成果目標の達成状況

１　教育課程の編成と授業科目
①学校の目的・目標及び養成する人材像を実現するために必要な教育課程編成・
実施方針を作成したうえで、教育課程を体系的に編成し、系統性・段階性に配慮し
た授業科目を配置していること。

同内容評価項目を設けている

２　教育の実施
①授業科目内容に応じ、講義、演習、実験、実習又は実技など、適切な授業形態
で教育が実施され、かつ、適切な教材が用いられるとともに、成績評価基準に基づ
き成績評価を行っていること。

同内容評価項目を設けている

①入学者の受け入れ方針、入学選考基準、方法を定め、入学希望者に明示し、入
学者の選考を公正に行い、合否を決定していること。

同内容評価項目を設けている

２　自主的な学習の促進に対する支援
①学生の学力や学習状況を把握し、入学前教育や補習授業を行うなど学習支援
に取組んでいること。学生の円滑な学習に向け、シラバスの活用による学習成果
の向上や自主的な学習に関する適切な支援を行っていること。 　※任意項目

同内容評価項目を設けている

３　多様な学生に対する支援

①卒業認定方針を踏まえ、学科・コースごとに職業能力を含む資質能力の修得（資
格・免許等の取得や知識・技術・技能の修得を含む。）についての目標を定め、そ
の目標が達成できていること。

同内容評価項目を設けている

②学生が望む進路の実現に関する目標を定め、その目標が達成できていること。 同内容評価項目を設けている

（３）学生の受入れ、学生支援
１　学生募集及び入学者の選抜、収容定員の管理

③学校保健安全法に基づく学校保健計画を策定し、学生の心身の健康管理体制
を整備し、適切に運用していること。　※簡易評価項目

同内容評価項目を設けている

④学生の経済的側面に対する支援体制を整備し、適切に周知、運用していること。
※任意項目

同内容評価項目を設けている

⑤学生のキャリア支援、就職支援に対する支援体制を整備し、適切に周知、運用
していること。

同内容評価項目を設けている

①適切な体制を構築し、障がいのある学生、海外からの留学生、社会人経験者な
ど、多様な学生に対する支援を行っていること。　※任意項目

同内容評価項目を設けている

４　学生生活に関する支援
①カウンセラーの配置、相談室の設置など、学生の相談に対応するための環境整
備を行い、適切に運営していること。

同内容評価項目を設けている

②留年者、退学希望者など学習の継続に困難な問題を抱える学生に対し適切な
対応を行っていること。

同内容評価項目を設けている



２　教員の組織編制等
①学校の目的に応じた分野の区分ごとに必要な教員組織を整備し、業務分担、責
任体制を規程等で定めていること。

同内容評価項目を設けている

②教員間で連携、協力体制を構築していること。 　※任意項目 同内容評価項目を設けている

３　教員の資質の向上

（４）教育実施組織・教員
１　教員の配置、募集、採用
①教育課程を実施するのに必要な、資格・要件を備えた教員を確保するために基
準等（教員の採用基準等）を整備し、適正に運用していること。

同内容評価項目を設けている

②教員の常勤・非常勤、年齢構成等、また教員一人当たりの授業時数等を把握し
ていること。また、教員の専門性、教授力を把握、評価していること。　※任意項目

同内容評価項目を設けている

（５）教育環境
１　教育環境の整備
①教育上の必要性に対応できる施設・設備、機械器具等を備えていること。 同内容評価項目を設けている

②学生の学習支援のための施設(自習室等)を整備していること。また、学生の休
憩、食事のためのスペースを確保していること。　※任意項目

同内容評価項目を設けている

①学校の教育活動の改善、工夫を行うFD(Faculty Development)などの取組や、教
員の研究活動、自己啓発等への支援を行っていること。

同内容評価項目を設けている

②特に職業実践専門課程においては、企業等と連携して組織的に行っているこ 同内容評価項目を設けている

③教員の授業及び指導力等を修得・向上するための研修を企業等と連携して、組
織的に行っていること。

同内容評価項目を設けている

３　施設・設備等の点検、改善等
①施設・設備等の日常点検、定期点検、補修等を適切に行っていること。※任意項 同内容評価項目を設けている

②施設の改築・改修、設備の更新等の計画を定め、適切に実施していること。
※任意項目

同内容評価項目を設けている

（６）教育活動の基盤と改善・向上の取組

③図書室を設置し、専攻分野の教育に必要な専門書及び参考図書を配架し、必要
に応じて学生が閲覧できるようにしていること。　※任意項目

同内容評価項目を設けている

２　安全対策、防災組織
①学校保健安全法に基づく学校安全計画を策定し、学校における安全対策を適切
に行っていること。

同内容評価項目を設けている

②火災の発生や防災に関する組織体制を整備し、適切に運営していること。  　※
任意項目

同内容評価項目を設けている

①学校運営の組織体制を整備し、適切な運営が行われていること（職業教育に関
するマネジメント（教育の企画・設計・運営等）における責任体制を含む。）。

同内容評価項目を設けている

３　学校評価の実施と改善活動
①学校関係者評価委員会、教育課程編成委員会等外部からの意見を反映するな
ど、関連企業等団体、地域社会等からの意見を当該専修学校の運営やその改善・
向上において活用していること。 　※任意項目

同内容評価項目を設けている

②特に職業実践専門課程においては、教育課程編成委員会を年２回以上開催し
ていること。

同内容評価項目を設けている

１　中期事業計画と財務基盤
①当該専修学校が策定している中長期的計画に、教育目的、教育目標の実現に
向けた具体的な内容が位置付けられていること。　※任意項目

同内容評価項目を設けている

②当該専修学校の教育活動を安定して遂行するために必要かつ十分な財務基盤
を確立していること。

同内容評価項目を設けている

２　学校運営

②教育目的・目標の達成状況や活動状況について関連する教育機関、産業界等
をはじめ、社会全体からの理解を得るよう取組んでいること。 　※任意項目

同内容評価項目を設けている

③学校評価を実施し結果及び改善状況についての情報を公表していること。 同内容評価項目を設けている

④学校評価の結果に基づく改善への取組を組織的かつ継続的に行っていること。 同内容評価項目を設けている

４　社会からの理解と情報の公表
①当該専修学校の教育活動、学修成果、学校運営等の状況に関する情報を積極
的に公表していること。

同内容評価項目を設けている



種別
企業等委員
卒業生
企業等委員
卒業生

企業等委員

企業等委員

「その他」の場合

「その他」の場合

（３）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
令和8年10月1日現在

名　前 所　　　属 任期

潮　達也 株式会社システムプロダクツ
令和8年4月1日～
令和11年3月31日（３年）

福岡　弘幸 日産自動車株式会社
令和8年3月1日～
令和11年2月28日（３年）

松金　隆夫
帝京短期大学ライフケア学科
専攻科 臨床工学専攻

令和8年4月1日～
令和11年3月31日（３年）

吉田　隆 株式会社サンリツ
令和8年4月1日～
令和11年3月31日（３年）

公表URL https://www.tokyo-ec.ac.jp/campus/

公表時期 令和8年5月31日

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係

（１）情報提供
情報提供方法 ホームページ －

公表URL https://www.tokyo-ec.ac.jp/campus/pdf/report.pdf

公表時期 令和8年5月31日

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
情報提供方法 ホームページ －
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1 ○ Java文法Ⅰ
Javaの基本文法（変数、データ型、制御構文、
配列、メソッド）を理解し処理の流れを考えな
がら簡単なプログラムを自力で作成できる。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

2 ○ Java文法Ⅱ

Javaのオブジェクト指向という考え方を理解
し、「継承」「抽象クラス」「インタフェー
ス」「多態性」「カプセル化」の仕組みを利用
したプログラミング方法を習得する。

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

3 ○ Java演習Ⅰ
Javaの基本文法（変数、データ型、制御構文、
配列、メソッド）を理解し処理の流れを考えな
がら簡単なプログラムを自力で作成できる。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

4 ○ Java演習Ⅱ

Javaのオブジェクト指向という考え方を理解
し、「継承」「抽象クラス」「インタフェー
ス」「多態性」「カプセル化」の仕組みを利用
したプログラミング方法を習得する。

１
年
前
期

2 ○ ○ ○

5 ○ ホームページ

ウェブサイトやウェブサービス構築のための基
本技術としてのHTMLおよびCSSを学び、レスポ
ンシブデザインによるマルチデバイスに対応さ
せたコーディングを行えることを目標とする。

１
年
前
期

2 ○ ○ ○

6 ○
データベース
演習(SQL)Ⅰ

DBとDBMSの基本機能を理解する。
またSQLの基本文法を理解し、SQLを用いたデー
タ操作ができることを目標とする。

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

7 ○ システム設計

システム設計技術の基本となるウォーターフォールモデルの
流れに沿って、設計に必要な技術を学習する。その上でデー
タ中心設計やアジャイル開発の目的や意味するところを学習
する。

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

8 ○
ハードウェア
ⅠⅡ

コンピュータがどのような部品で構成され、それらがどのよ
うに動き、どのように連携して、命令を実行していくか理解
することを目指す。

１
年
前
期

4 ○ ○ ○

9 ○ ソフトウェア
基本情報技術者試験の範囲を中心に、コンピュータ科学の基
礎、ソフトウェアの基礎を理解する。浅く広く知識を習得す
ることを目指す。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

10 ○ ソフトウェア
基本情報技術者試験の範囲を中心に、コンピュータ科学の基
礎、ソフトウェアの基礎を理解する。浅く広く知識を習得す
ることを目指す。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

11 ○ アルゴリズム
プログラミングにおいて処理の基本となるアル
ゴリズムの基礎を学習する。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

授業科目等の概要

（工業専門課程 情報処理科 システム開発コース）
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



12 ○
ネットワーク
Ⅰ

・通信回線の基礎技術からイーサネットまでを
習得する。
・基本情報技術者試験におけるネットワークの
設問に対応出来る能力を養成する。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

13 ○
ネットワーク
Ⅱ

・インターネット及びネットワークセキュリティ技術の習
得。
・基本情報技術者試験におけるネットワークの設問に対応出
来る知識の習得。

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

14 ○
J検／ITパス
ポート対策

(授業前半)受講者全員が、中間試験までに、情報検定(J検)情
報活用試験3級に合格することを目指す。(授業後半)受講者の
半数以上が、8月末までに、ITパスポート試験に合格すること
を目指す。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

15 ○
セキュリティ
Ⅰ

情報セキュリティの基礎知識の習得とその活用

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

16 ○ 文書編集基礎

Wordを使用して文書編集の機能を理解し、定型のビジネス文
書や表や図入りの案内書を効率よく作成できるようになるこ
とと、長文の文書の編集方法を習得することが目標。入力速
度の向上も目指そう(最低でも400字以上/10分)。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

17 ○ 表計算基礎Ⅰ
Excelの操作や関数の使用方法を理解し、基本的な表計算が行えるようになる。
また分かりやすいアウトプットの必要性を理解したうえで、計算結果をグラフで表
現できるようになる。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

18 ○ 表計算基礎Ⅱ

Excel2024を使用して、実務に役立つ機能を習得することを目指す。関数を利用し
たり、複数の機能を組み合わせたりして表やグラフを効率よく作成し、データの分
析ができるようになること、また作業を自動化するマクロの知識を身に付けること
を目標とする。具体的には、応用関数、並べ替えや抽出、データ分析、シートや
ファイル管理、グラフの応用機能、VBAを学習する。

１
年
後
期

4 ○ ○ ○

19 ○ 経営
現代のICT社会における企業の経営戦略・マーケティング戦略について，企業形
態・経営組織から各種戦略について学習する。また、基本情報技術者試験のマネジ
メント分野、ストラテジ分野の対策も兼ね、基本情報技術者試験の合格を目指す。

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

20 ○ 基本情報対策 基本情報技術者試験合格を目標とする

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

21 ○
基本情報科目
A対策Ⅰ

基本情報技術者試験科目Aにおいて、合格水準
の力を身につけることを目標とする。

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

22 ○
基本情報科目
B対策Ⅰ

基本情報技術者試験（ＦＥ）の取得を目指すた
め、科目Bの過去問などや主に出題されるアル
ゴリズムを学習する。

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

23 ○ ＭＯＳ対策Ⅰ
マイクロソフトMOS資格の対策講座。
原則として資格試験の受験を目指すことを受講
条件とする。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

24 ○ ＭＯＳ対策Ⅱ
マイクロソフトMOS資格の対策講座。
原則として資格試験の受験を目指すことを受講条件とする。

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

25 ○ 基礎学力Ⅰ

①就職試験対策として必要な基礎学力を身に付
ける
②現実の状況を日頃から理解し、就職活動をす
る意欲をもたせる

1
年
前
期

2 ○ ○ ○



26 ○ 基礎学力Ⅱ ①就職試験対策として必要な基礎学力を身に付ける
②現実の状況を日頃から理解し、就職活動をする意欲をもたせる

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

27 ○ 一般常識
①就職試験対策として必要な学力を身に付け

る。 ②就職試験の内容を理解し，就職
活動に結び付ける。

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

28 ○ 基礎英語Ⅰ
英語でパイソンプログラミングを学習し終了時には簡単なプ
ログラミングができるようにする。

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

29 ○ 就職対策Ⅰ

グループディスカッションを通して自分自身を理解し、他者とのコミュニケーショ
ンを学ぶ。
また、就職活動の流れからソフトウェア業界の説明・会社訪問・採用試験などにつ
いてキャリアコンサルタントの視点から解説し、来年度の就活がスムーズに行える
ように履歴書、採用面接の準備を行う。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

30 ○ 就職対策Ⅱ
就職活動の流れからソフトウェア業界の職種・会社選びの軸・会社訪問・採用試験
などについてキャリアコンサルタントの視点から解説し、来年度の就活がスムーズ
に行えるように履歴書、自己ＰＲ、採用面接の準備を行う。

１
年
後
期

2 ○ ○ ○

31 ○
ビ ジ ネ スマ
ナー

就職活動に役立ち、且つ社会人としても通用するビジネスマ
ナーを身につける。併せて良好な人間関係を築くためのコ
ミュニケーションの方法、日常生活での基本的なマナーの見
直しも行う。

1
年
前
期

2 ○ ○ ○

32 ○ 体育実習Ⅰ

運動や、課外活動、学園祭を通して、健全な身体と精神を
育みます。ハイキングは、自然の多い公園などをおおむね４
時間程度歩き、心身のバランスを図ります。学園祭は、各種
催し物の企画、準備、実施、参加により、協調性を養いま
す。心身の健全な育成を目指しています。

１
年
通
年

2 ○ ○ ○ ○

33 ○ 課外活動Ⅰ

企業セミナーなど外部イベントへの参加や産学
連携など、外部とのかかわりを通して将来のエ
ンジニア像の理解を深め、また就活時に役立つ
知識の習得などに取り組む。

１
年
通
年

1 ○ ○ ○ ○

34 ○ Java演習Ⅲ
Java演習Ⅱで学習した内容を更に応用したプログラム開発技
術を学ぶ。

２
年
前
期

4 ○ ○ ○

35 ○ Java資格対策

全員：Oracle社認定のJava資格試験であるJava SE Bronze
（1Z0-818）への合格をストイックに目指す。
＋α：開発職を希望する者や、余力のある者はJava Silverの
取得も強く推奨する。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○

36 ○ JavaScript
JavaScriptの標準仕様を理解し、JavaScriptを
Webサイトに組み込むことができるようにな
る。

２
年
前
期

4 ○ ○ ○

37 ○ Python

本講義では、プログラミング言語『Python』の基本文法とそ
の応用技術について学びます。最終的に、Pythonを用いて簡
単なアプリ開発をすることができる水準のプログラミング能
力を習得することが目標です。

２
年
前
期

4 ○ ○ ○

38 ○
モバイルアプ
リ開発

これまで複数年に渡りプログラミング言語を学習してきた成
果を活かし、アプリ開発を学習していく。初めてとなるプロ
グラミング言語 Kotlinを学び、一歩ずつアプリ開発を行い、
複数のアプリを制作していく。

２
年
後
期

4 ○ ○ ○

39 ○
データサイエ
ンス

Excelを用いたデータクレンジングの方法、データの正しい読
み方、統計的手法を用いたデータ分析をできるようになる。
実際のビッグデータに対して、データサイエンスの各種手法
を適用できるようになる。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○



40 ○ AI基礎

情報社会が抱える諸問題を多角的に分析・解明した上で、その問題の解決策を論理
的に構築するために有用なデータマイニングの基礎技術の習得を目指す。実社会の
ビッグデータを対象に、データクレンジングの方法やAIの適用方法を学習し、デー
タマイニングによって得られる結果を正しく理解するための論理的思考力を身に着
ける。例として、身近な医療や保健のデータ、電子メールのデータ、スーパーマー
ケットの商品販売履歴などのデータを学習に利用する。日ごろ直感的に感じている
ことと、データマイニングでわかることを比較し、データマイニングに関するより
深い理解を得る。
Pythonを使って、実際にデータマイニングを行うための具体的な方法論を習得す

る。Pythonを使って実際のビッグデータに対して基礎的な分析ができるようにな
る。データ分析結果の正しさを判断し、データサイエンスで論理的な主張を行える
ようになる。

２
年
後
期

4 ○ ○ ○

41 ○ C言語文法Ⅰ

C言語を学習しつつ既に学習したJavaとの違い、そしてプログ
ラミングを通してハードウェアやシステムのより深い知識を
理解することを目的とする。本講義はC言語演習とセットとな
り、本講義で学んだ内容を演習ですぐに活かせるような内容
となる。

２
年
後
期

2 ○ ○ ○

42 ○ C言語文法Ⅱ
C言語の復習を行う。最後の方でC++に紹介程度
に触れる。

２
年
後
期

2 ○ ○ ○

43 ○ C言語演習Ⅰ
C言語を学習しつつ既に学習したJavaとの違い、そしてプログラミングを通して
ハードウェアやシステムのより深い知識を理解することを目的とする。本講義はC
言語文法とセットとなり、文法で学んだ内容を演習ですぐに活かせるような内容と
なる。

２
年
前
期

4 ○ ○ ○

44 ○ C言語演習Ⅱ C言語の復習を行う。最後の方でC++に紹介程度に触れる。

２
年
後
期

4 ○ ○ ○

45 ○ ＣＣＮＡⅡ
コンピュータネットワークが繋がる理由、仕組みと基本的な
ネットワーク機器の設定を習得する。

２
年
前
期

4 ○ ○ ○

46 ○ ＣＣＮＡⅢ
コンピュータネットワークが繋がる理由、仕組みと基本的な
ネットワーク機器の設定を習得する。

２
年
後
期

2 ○ ○ ○

47 ○ サーバ構築

社会ではとても多くのWindowsマシンが使われており、それを
セキュアな状態に保つ、管理を行うためのスキルはとても重
要である。本講座ではそのための基礎知識となるWindowsクラ
イアント/サーバのセキュリティ設定に関する手法を取得する
ことを目的とする。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○

48 ○
データベース
演習(SQL)Ⅱ

データベースを操作するためのSQLに関する基礎学習と、演習
を通した経験を取得する。
ベンダー資格「ORACLE MASTER Silver SQL 2019」取得を視野
に入れた講義内容となる。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○

49 ○
データベース
演習(SQL)Ⅲ

関係データベースの設計手順を理解し、システ
ムの機能要件をもとにデータベースの設計が行
えるようになる。これまで学習したSQL文を用
いて実際に構築を行う。

２
年
後
期

2 ○ ○ ○

50 ○ Oracle DBA

Oracleデータベースシステムの構成技術の修
得、及び実際にシステム構築を通して実体験を
行う。ベンダー資格「ORACLE MASTER Bronze
DBA 2019」取得を目的とする。

２
年
後
期

4 ○ ○ ○

51 ○ UML Ⅰ

到達目標はシステム開発の要件定義、基本設計、詳細設計、
プログラム設計等の各工程で使用するダイアグラムを主体的
に作成できるよう、UML統合環境ツールの基本的な使用方法を
習得する

２
年
前
期

2 ○ ○ ○ ○

52 ○ UMLⅡ

到達目標はシステム開発の実践の場で要件定義、基本設計、
詳細設計、プログラム設計等でUMLでドキュメントを作成出来
るようになることで、環境としてはUML統合環境ツールの使用
を一人称で活用出来るところを目指します

２
年
後
期

2 ○ ○ ○ ○

53 ○
市場調査/要
件定義

現実に起こりうる「要件定義を元に、その要件に合うシステ
ムの設計、機器構成、提案を行う」ための手法について学習
する。よりよい提案資料の作成方法についても考察を行う。

２
年
後
期

2 ○ ○ ○



54 ○ LinuxⅠ
Linuxの利用に必要な基礎知識と基本操作方法
（ファイル操作からシステム管理まで）を習得
することを目標とする。

２
年
前
期

4 ○ ○ ○ ○

55 ○ LinuxⅡ

Linuxを使用したWebサーバー、DNSサーバー、
メールサーバー構築の基本を習得することを目
標とする。また、サーバー公開時におけるセ
キュリティ知識の基本を身につける。

２
年
後
期

4 ○ ○ ○ ○

56 ○ AWS演習
クラウドコンピューティングで利用されるAWSについて、基礎
から学び、自力で基礎的な環境が作れるようになる。

２
年
後
期

2 ○ ○ ○

57 ○ 卒業制作Ⅰ

今までの学習のまとめとして、各自でテーマを決め、作品を
完成する。作業は1～3人のグループで行い、プロジェクト管
理についても経験する。最後に作品について発表し、論文を
執筆し提出する。

２
年
後
期

4 ○ ○ ○

58 ○ 卒業制作Ⅱ

今までの学習のまとめとして、各自でテーマを決め、作品を
完成する。作業は1～3人のグループで行い、プロジェクト管
理についても経験する。最後に作品について発表し、論文を
執筆し提出する。

２
年
後
期

2 ○ ○ ○

59 ○ 卒業制作Ⅲ
今までの学習のまとめとして、各自でテーマを決め、作品を完成する。作業は1～3
人のグループで行い、プロジェクト管理についても経験する。最後に作品について
発表し、論文を執筆し提出する。

２
年
後
期

2 ○ ○ ○

60 ○
エクスターン
シップⅠ

実際に情報処理関連業務の就業を経験す
る

２
年
前
期

4 ○ ○ ○

61 ○
エクスターン
シップⅡ

実際に情報処理関連業務の就業を経験する

２
年
後
期

4 ○ ○ ○

62 ○
セキュリティ
Ⅱ

情報セキュリティマネジメント試験に合格する。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○

63 ○
セキュリティ
Ⅲ

マイクロソフト/Windowsのセキュリティの基礎をベースに、
セキュリティに関する素養を身につける。

２
年
後
期

2 ○ ○ ○

64 ○
基本情報対策
Ⅱ

基本情報技術者試験科目Aにおいて、合格水準の力を身につけ
ることを目標とする。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○

65 ○
基本情報対策
Ⅴ

基本情報技術者試験の科目Bへの対策を行う。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○

66 ○
国家試験対策
Ⅰ

半期に一度集中講義の形で開講
・基本情報技術者対策
社会人向けに資格対策講座を実施している教育ベンダと提携し、講師を派遣して

もらい講義を行う。
・ITパスポート対策
　e-ラーニング講座
・情報セキュリティマネジメント
社会人向けに資格対策講座を実施している教育ベンダと提携し、講師を派遣して

もらい講義を行う。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○



67 ○
国家試験対策
Ⅱ

半期に一度集中講義の形で開講
・基本情報技術者対策
社会人向けに資格対策講座を実施している教育ベンダと提携し、講師を派遣して

もらい講義を行う。
・ITパスポート対策
　e-ラーニング講座
・情報セキュリティマネジメント
社会人向けに資格対策講座を実施している教育ベンダと提携し、講師を派遣して

もらい講義を行う。

２
年
後
期

2 ○ ○ ○

68 ○
セキュリティ
マネジメント
対策Ⅲ

国家試験 情報セキュリティマネジメント の試験対策講
座。原則として本試験の受験をすることを受講条件とする。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○

69 ○ ＭＯＳ対策Ⅲ
マイクロソフトMOS資格の対策講座。
原則として資格試験の受験を目指すことを受講条件とする。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○

70 ○
ＩＴＤＸ論文
研究

ITやDXに関する論文を研究し、自ら論文形式のレポートの作
成も行う。

２
年
通
年

4 ○ ○ ○

71 ○
社 会 人 教養
（IT系）

社会人として身に着けるべき教養を学ぶ

２
年
後
期

2 ○ ○ ○

72 ○
社 会 人 教養
（ 資 格 取得
系）

社会人として身に着けるべき教養を学ぶ

２
年
通
年

2 ○ ○ ○

73 ○ 一般常識Ⅱ
基本的な計算力、一般的な漢字の読み、社会科系統・理科系
統の基本的な知識を再確認する。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○

74 ○ 基礎英語Ⅱ
英語でパイソンプログラミングを学習し終了時には簡単なプ
ログラミングができるようにする。

２
年
前
期

2 ○ ○ ○

75 ○ 表現技法

前半では日本語についての再確認をする。些細なことでもか
まわないので、自分たちの言葉についての意識を持って欲し
い。後半は、社会人として仕事していく上での基本、ビジネ
ス文書ついて学ぶ。

２
年
後
期

2 ○ ○ ○

76 ○
プレゼンテー
ション

効果的なプレゼンテーションスキルを習得し、社会人基礎力
としての発信力・傾聴力を磨き今後の就職活動に活かす

２
年
前
期

2 ○ ○ ○

77 ○ 体育実習Ⅱ
運動や、課外活動、学園祭を通して、健全な身体と精神を育みます。ハイキング

は、自然の多い公園などをおおむね４時間程度歩き、心身のバランスを図ります。
学園祭は、各種催し物の企画、準備、実施、参加により、協調性を養います。心身
の健全な育成を目指しています。

２
年
通
年

2 ○ ○ ○

78 ○ 体育実習Ⅲ
運動や、課外活動、学園祭を通して、健全な身体と精神を育みます。ハイキング

は、自然の多い公園などをおおむね４時間程度歩き、心身のバランスを図ります。
学園祭は、各種催し物の企画、準備、実施、参加により、協調性を養います。心身
の健全な育成を目指しています。

２
年
通
年

2 ○ ○ ○

79 ○
社 会 人 教養
（非IT系）

社会人として身に着けるべき教養を学ぶ

２
年
通
年

2 ○ ○ ○ ○

79合計 科目 単位190

卒業要件及び履修方法 授業期間等



期

週

前後

15

卒業要件： 必須科目(112単位)をすべて取得する。

履修方法：
自クラスで指定された時間割に従って授業を受講する。また、選択
科目として開講されている科目を受講することもできる。

１学年の学期区分

１学期の授業期間
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